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横浜臨海部における
水素の取組について

令和４年１０月１９日
横浜市温暖化対策統括本部

資料７
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横浜市は、横浜臨海部において脱炭素イノベーションの起こる
環境づくりを進め、幅広い脱炭素技術の導入・普及に繋げます。

横浜市臨海部は様々な機能を持ち、温室効果ガスの排出も市域全体の大きな
割合を占めています。

横浜市臨海部の温室効果ガス排出量

・横浜港は、埠頭における物流機能に加えて、京浜臨海部・根岸地区等における
生産機能、都心臨海部等における観光文化機能を持つ

・これらからなる「横浜市臨海部」から排出されるCO2排出量は横浜市域全体の
約４割に当たる

２０２２年８月２５日 横浜市カーボンニュートラルポート臨海部事業所協議会資料より
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横浜市は、横浜臨海部において脱炭素イノベーションの起こる
環境づくりを進め、幅広い脱炭素技術の導入・普及に繋げます。

２０５０年「Zero Carbon Yokohama」を掲げ、本市地球温暖化対策実行
計画等でも、水素は重要な位置づけとなっています。

横浜市における水素の位置づけ

「Zero Carbon Yokohama」
2050年までの温室効果ガス実質排出ゼロ(脱炭素化)の実現

他都市に先駆け、脱炭素化を表明 （2018年10月）

２０３０年度温室効果ガス削減目標

３０％（2018年の計画改定時点）→５０％に引き上げ

（2013年度比）

重点取組

横浜臨海部脱炭素イノベーションの創出

水素・アンモニア・合成メタンなどについて、

⽴地企業など様々な主体と連携し、新たな

脱炭素イノベーション創出を推進

横浜市地球温暖化対策実行計画 素案（現在計画改定に向けたパブコメ実施中）
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横浜市における水素の取組

水素ステーション

固定式５か所、移動式２か所

 うち１か所ではCO2フリー水素を製造・販売
整備促進のため、水素ステーションの整備
に対して補助を実施

燃料電池自動車（FCV）

約２８０台普及（2021年度末時点）

公用車として22台導入
（2022年度 1台追加予定）

市民、事業者向けの導入補助を実施

燃料電池バス（FCバス）

市営バスにて１両導入

 2022年度２両追加予定

水素ステーション整備や燃料電池自動車導入など、様々な水素利活用策を
進めています。

燃料電池

家庭用燃料電池（エネファーム）
（出典：東京ガス株式会社）

自立型水素燃料電池システム

約25,000台の家庭用燃料電池が普及
（2021年度末）

導入補助を実施
市庁舎において、業務用燃料電池
（200kW）を導入

「横浜港流通センター」に自立型水素
燃料電池システム（H2One）を設置

写真：ENEOS株式会社提供
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横浜市における水素の取組
民間企業や関係自治体と連携して、京浜臨海部における再生可能エネルギーを活用し
た低炭素な水素サプライチェーンモデルを構築する実証プロジェクトを実施しました。
【環境省】地域連携・低炭素水素技術実証事業（2015～2020年度）
風力発電所ハマウイングにより製造した水素を燃料電池フォークリフトに使用する水素供給システムの実証実験

横浜市風力発電所
「ハマウィング」

(1,980kW)(既設)

受変電設備
(既設)

系統電力

再エネ電力 水素製造 貯蔵・圧縮

京浜臨海部

・青果市場
・冷蔵倉庫
・物流倉庫

水素（H2）
35MPa

輸送 利用

「ハマウィング」の敷地内

燃料電池フォークリフト
（計12台）

水素貯蔵タンク
（800N㎥）

水素圧縮機
（50N㎥/h）

簡易型水素充填車
（45MPa：270N㎥）

水素貯蔵・圧縮装置

水素（H2）

水電解装置（10N㎥/h）

受変電・分電盤

水電解装置
(水素製造装置）

水素圧縮機
（50N㎥/h）

一部利用

蓄電

受変電・分電盤、蓄電設備

水素製造安定化システム
（蓄電池システム・150kWh）

水（H2O）



特に横浜臨海部は、物流・エネルギー・イノベーションの観点で、
脱炭素分野の取組を進める適地といえます。

横浜臨海部の脱炭素ポテンシャル

物流の結節点

脱炭素イノベーションの牽引エリア

エネルギーの供給拠点/大量消費エリア

• 横浜港には、本牧ふ頭・大黒ふ頭・南本牧ふ頭を中心に、質・量 ともに充実した港湾施設やロジスティクス
機能が集積

• 世界でも有数の総合物流港湾として、脱炭素・低炭素エネルギーの輸入等を行う拠点となり、インフラとして
の機能を更に強化しうる

• 横浜臨海部には、大規模なエネルギー供給インフラと再生可能エネルギー発電所が集積。また内陸側の大き
な市場・原料輸入等で港湾を利用可能といった要因から、大量のエネルギーを消費する多様な需要も存在

• 脱炭素・低炭素エネルギーを地域へ供給する基盤となりうる他、これらを利用する先進的需要家の立地エリ
アにもなりうる

• 先進的かつ幅広い脱炭素分野の研究開発・事業化検討などを行う企業の事業所や研究所等が集積
• 日本の脱炭素イノベーションを牽引する企業・産業の集積エリアとなりうる 5



横浜臨海部における水素等の取組の広がり
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パイプライン等水素サプライチェーン構築に向けては、資金支援のほか、
用地確保・法整備が必要

水素等次世代エネルギー供給・利活用の拡大

発電所
LNG基地

メタネーション
実証試験
燃料電池等の
研究開発

発電所

水素ハイブリッド
電車の実証試験
（JR鶴見線ほか）

MCH等の研究開発、
実証

発電所

製油所

合成燃料等の研究開発

水素製造出荷センター

LNG基地

移動式水素ステー
ション

燃料電池

燃料アンモニア、
メタネーション等の研究開発

発電所

画像提供：株式会社IHI、千代田化工建設株式会社、東日本旅客鉄道株式会社
次世代燃料運搬船

FCV、FCバスの展開

トラック等商用車、
フォークリフト等
荷役機械

水素関連設備
次世代エネルギー関連
研究開発、実証

エネルギー供給設備

工場、事業所



• 2021年7月に、横浜市・横浜川崎国際港湾㈱及び横浜港埠頭㈱の３者が、
国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 (NEDO）の
委託事業として、水素製造・利活用ポテンシャル調査事業を受託

• 2021～2022年度で、横浜臨海部における水素の製造/ 利活用
ポテンシャルを調査中。

「横浜港カーボンニュートラルポート臨海部事業所協議会」や「NEDO調査事業」などの取組や、日米CNPワークショップやQUAD 
Shipping Taskforce等による海外港湾との連携を通じて、多くの産業が立地する横浜港を中心とした港湾エリアにおいて、水素等を大量に
輸入し、貯蔵・供給を行うとともに、港湾機能の高度化を実現することで、港湾全体として温室効果ガスの排出量をゼロにすることを目指します。

重点事業
横浜市は、カーボンニュートラルポート（CNP)の形成に向けて、国や海外港湾
との連携を深めるとともに、水素利活用ポテンシャルの調査等を実施しています。

CNP形成に
向けた会議等

NEDO
水素ポテン
シャル
調査事業 7

CNP形成に向けた具体的な取組内容と将来的に目指す姿

• 関東地方整備局・横浜市・川崎市等をメンバーとし、令和２年度に
「横浜港・川崎港CNP検討会」、令和３年度に「横浜港・川崎港CNP
形成推進会議」を開催。

• 今年８月に、横浜港カーボンニュートラルポート臨海部事業所
協議会を設立。橘川武郎国際大学副学長を座長に、１５の企業・団体、
学識経験者等で構成。臨海部の事業者、学識経験者、行政機関が情報
共有し連携しながら、脱炭素化に向けた取組を促進

• 現在、CNP形成計画を検討中。



重点事業
横浜市は、民間事業者と連携し、水素サプライチェーンの構築や、
メタネーション実証等に係る検討も推進しています。

• 横浜市は、2021年11月に、ENEOS㈱と水素サプライ
チェーンの構築に向けた連携協定を締結しました。

• 広域パイプラインをはじめとする水素供給インフラの整備
に向けた検討を推進します。

• 横浜市は、2022年1月に、東京ガス㈱と、横浜テクノステーショ
ンにおけるメタネーション実証について連携協定を締結しました。

• 隣接する横浜市の下水道センター・ごみ焼却工場から、バイオマ
ス由来の資源（CO2等）を供給し、技術開発を支援します。

メタネーション：CO2とH2の反応により、都市ガスの主成分となるメタンを生成する技術

水素サプライチェーンの構築に係る検討イメージ メタネーション実証の実施イメージ
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重点事業
横浜市は、民間事業者と連携し、水素サプライチェーンの構築や、
メタネーション実証等に係る検討も推進しています。

出所）東京ガス株式会社提供資料、横浜市公表資料から作成

• 東京ガスは、メタネーションの実証試験を2022年3月に開始
• 横浜市鶴見区の東京ガス横浜テクノステーションにて、太陽光発電と連携した水電解装置やメタネーション
装置の実力値・課題の把握、カーボンニュートラルメタン製造から利用までの一連の技術・ノウハウの獲得、
さらに一層の高効率化や設備コスト低減等が期待される革新的技術開発を行う。

• 鶴見区のごみ焼却工場の排ガスからCO2を分離・回収し、利活用する実証試験も2022年度中に開始予定

9



横浜臨海部における脱炭素分野の動き
水素等の次世代エネルギーの利活用拡大に向けて、今年度川崎市
との連携協定を締結しました。
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【主な協定内容】
（１）水素等の供給体制の構築に関すること。
（２）水素等の需要の拡大に関すること。
（３）前各号に資する調査及び実証事業等の

実施に関すること。

発電所での大量需要

工場での大量需要

港湾設備の需要

民生利用 水素パイプライン（延伸）

水素パイプライン（既設）

船舶燃料の需要海外水素等運搬船

海外水素等運搬船
海外水素等運搬船

工場での大量需要

海外水素等受入基地

海外水素等受入基地

海外水素等受入基地

横浜・川崎臨海部の水素等次世代エネルギーの利活用拡大に向けたイメージ

左：山中横浜市長、右：福田川崎市長

横浜市と川崎市は地域経済の中核を担う臨海部において、カーボンニュートラル化
を実現しつつ、産業競争力を維持・強化していくため、水素等の次世代エネルギー
の利活用拡大に向けた連携協定を締結（2022年7月26日）



ご清聴ありがとうございました
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